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Ⅰ はじめに 

〇 こども家庭審議会子ども・子育て支援等分科会（以下「分科会」という。）

は、子ども・子育て支援法（平成 24年法律第 65号）の施行に関する重要事項

を調査審議すること等を所掌事務としている（こども家庭審議会令（令和５年

政令第 127号）第５条第１項）。 

 

○ 先般の「こども未来戦略方針」（令和５年６月 13 日閣議決定）において、

「出産子育て応援交付金」の制度化の検討や「こども誰でも通園制度（仮称）」

の創設等の「こども・子育て支援加速化プラン（以下「加速化プラン」という。）」

の内容の具体化を進め、必要な制度改正のための所要の法案を 2024年通常国

会に提出すること等とされている。その他、「規制改革実施計画」（令和５年６

月 16日閣議決定）等において、子ども・子育て支援法等の制度改正の検討が

必要とされている事項がある。 

 

○ こうしたことから、分科会の下に、加速化プラン等に基づく制度改正事項の

論点等を整理することを目的とした子ども・子育て支援等に関する企画委員

会を設置し、本委員会を２回開催して論点整理を行った上で、分科会において、 

（１）出産・子育て応援給付金及び妊産婦等に対する伴走型相談支援の制度化 

（２）こども誰でも通園制度（仮称）の創設 

（３）保育所等における継続的な経営情報の見える化 

（４）小規模保育事業における３歳以上児の受入れ 

（５）保育士の復職支援の強化 

（６）保育所等の職員による虐待等に関する通報義務等 

について、制度改正の方向性について検討を行い、議論の整理を行った。 

 

〇 また、以下の制度改正事項については、それぞれ他の分科会や専門委員会等

で検討を行い、一定の整理を行い、本分科会においても報告することとしたも

のである。このため、これらの制度改正の方向性に係る議論の整理については、

参考として本資料に添付する。 

（１）児童手当の拡充に向けた実務的な対応（こども政策に係る実務者検討会） 

（２）基準を満たさない認可外保育施設の無償化に関する経過措置（こども政策

に係る実務者検討会） 

（３）地域限定保育士制度の全国展開（保育士資格等に関する専門委員会） 

（４）保育教諭の特例措置の期限到来を受けた対応（保育士資格等に関する専門

委員会） 

（５）母子保健関係（成育医療等分科会）  
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Ⅱ 制度改正の方向性等について 

（１）出産・子育て応援給付金及び妊産婦等に対する伴走型相談支援の制度化 

 

［事務局提示案（第３回分科会（令和５年 11月 21日）提出資料より）］ 

＜背景、経緯＞ 

➢ 核家族化が進み、地域のつながりも希薄となる中で、孤立感や不安感を抱く

妊婦・子育て家庭も少なくない。全ての妊婦・子育て家庭が安心して出産・

子育てができる環境整備が喫緊の課題である。 

➢ こうした中、令和４年度より、 

・ 伴走型相談支援（出産・育児等の見通しを立てるための面談等（①妊娠

届出時、②妊娠８か月前後、③出生届出から乳児家庭全戸訪問までの間）

やその後の継続的な情報発信等を実施し、必要な支援につなぐ相談支援） 

・ 経済的支援（妊娠届出時と出生届出時の計 10 万円相当の経済的支援） 

を一体として実施する事業（出産・子育て応援交付金事業）を実施している。 

➢ さらに、こども未来戦略方針（令和５年６月閣議決定）において、 

・ 「出産・子育て応援交付金」（10万円）について、制度化に向けて検討す

ることを含め、妊娠期からの伴走型相談支援とともに着実に実施する。 

・ 妊娠期から出産・子育てまで、身近な場所で相談に応じ、多様なニーズ

に応じた支援につなぐ「伴走型相談支援」について、地方自治体の取組

と課題を踏まえつつ、継続的な実施に向け制度化の検討を進める。 

  こととされている。 

 

＜制度改正の方向性＞ 

➢ そこで、以下のような改正を行う。 

〇 経済的支援は、子ども・子育て支援法の新たな個人給付を創設し、伴走型

相談支援は、児童福祉法の新たな相談支援事業を創設することとする。その

上で、市町村は、新たな個人給付と、相談支援事業等の支援とを組み合わせ

て行うことを規定する。 

 

（子ども・子育て支援法の新たな個人給付） 

〇 子ども・子育て支援法上の新たな個人給付については、自治体の認定等の

事務の軽減や、既存の経済的支援（児童手当や出産育児一時金等）との整理

の観点から、妊婦支援を目的に、妊娠に着目した給付として「妊婦のための

支援給付（仮称）」を創設する。 

〇 具体的な規定内容は以下のとおり。 

【１回目の支給について】 
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・  妊婦（※）は妊婦のための支援給付申請を行う。 

・ 市町村は申請に基づき給付認定を行い、認定直後に５万円を支給する。 

（※）妊婦であって日本国内に住所を有する者であることを要件として想定。 

・ 運用としては、妊婦は、妊娠届出時や伴走型相談支援による１回目の面

談の機会に合わせて、給付申請を行うことを想定しており、給付のために

別途、来所等は不要とする。市町村は申請や認定時に伴走型相談支援を実

施する。 

【２回目の支給について】 

・ ５万円の支給を受けた方は、妊娠しているこどもの人数等の届出を行う。 

・ 市町村は届出後に残りの額として妊娠しているこどもの人数×５万円を

支給する。 

・ 運用としては、５万円の支給を受けた方は、出生届出時や伴走型相談支

援による３回目の面談の機会に合わせて、妊娠しているこどもの人数等

の届出を行うことを想定している。 

【妊婦のための支援給付（仮称）の支給方法について】 

・ 妊婦のための支援給付（仮称）は、子ども・子育て支援法の新たな個人給

付として創設するため、市町村は法律で定められた金額を着実に支給す

る必要がある。そのため、紛争の未然防止や事務の確実かつ効率的な実

施の観点から、支給金額を外形的に担保できる現金その他確実な支払の

方法のみを給付金の支払方法として規定する。 

・ 一方、給付金を確実に妊娠・出産・こども・子育て支援に充てていただけ

るよう、市町村において、希望者が支給された給付金を妊娠・出産育児

関連用品の購入・レンタル費用助成、サービス等の利用負担軽減のクー

ポン等で受け取れるようにすることは可能であり、こうした方法は給付

金の趣旨に沿った形での利用を促進する観点から望ましいと考えられる

ことから、国としても、好事例の周知や事務費の支援などにより引き続

き後押ししていく。 

・ 運用としては、市町村は、妊婦のための支援給付（仮称）の申請書に、

「支給された給付金をクーポンで受け取ることを希望しますか」と記載

し、クーポンで受け取ることを希望する方に、クーポンによる支給を実

施する。 

 

（児童福祉法の新たな相談支援事業） 

〇 児童福祉法の新たな相談支援事業については、主に妊婦・その配偶者等に

対して面談等により情報提供や相談等を行う事業として「妊婦等包括相談支

援事業（仮称）」を創設し、児童福祉法の他の事業と同様に市町村の実施の
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努力義務等を規定するとともに、母子保健法の事業との連携確保について定

める。なお、出産後の３回目の面談は「乳児家庭全戸訪問事業」と一緒に行

っている自治体が多く、その場合は「乳児家庭全戸訪問事業」で読むことが

可能と整理する。 

〇 合わせて、子ども・子育て支援法上の地域子育て支援事業に位置づけるた

め、利用者支援事業の号の規定を一部改正する。 

 

＜今後の留意点や検討事項＞ 

こども家庭庁は上記の方向で制度改正の検討を進めつつ、分科会においては

下記の意見があったことから、こども家庭庁はこうした意見を踏まえ、法制化及

び制度の運用に関する検討を進めるべきである。 

➢ 給付金の支給方法をはじめとした制度の運用については、現在、予算事業で

行っている出産・子育て応援交付金事業の実施状況を踏まえ、制度化以降も

地方自治体において円滑に運用できるよう、地方自治体の意見を聞きながら、

引き続き検討していくこと。 

➢ 児童福祉法の新たな相談支援事業については、給付と一体となった相談事業

であり、妊娠期から出産、子育てまでの切れ目ない支援の入り口として、重

要であることから、地方自治体の取組状況や課題等をまとめる調査研究結果

等を踏まえて、来年度、相談支援の効果的・具体的な方法について検討を行

うべきである。その際、実施時期に応じた面談や情報提供の具体的な内容や

方法、相談の実施体制や場所、特に母子保健事業をはじめとした他事業・他

機関との連携のあり方等について検討を行うこと。 
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（２）こども誰でも通園制度（仮称）の創設 

 

［事務局提示案（第３回分科会（令和５年 11月 21日）提出資料より）］ 

＜背景、経緯＞ 

➢ 就園していないこどもは０～２歳児の約６割を占める。現行の保育所等の制

度では、就労等の保育の必要性がある者を対象としており、専業主婦家庭等

を含めた就園していないこどもへの支援を強化していく必要。 

➢ こうした中、こども未来戦略方針（令和５年６月閣議決定）において、全て

のこどもの育ちを応援し、こどもの良質な成育環境を整備するとともに、全

ての子育て家庭に対して働き方やライフスタイルにかかわらない形での支

援を強化するため、現行の幼児教育・保育給付に加え、月一定時間までの利

用可能枠の中で、就労要件を問わず時間単位等で柔軟に利用できる新たな通

園給付（「こども誰でも通園制度（仮称）」）を創設することとしている。 

（※）「デフレ完全脱却のための総合経済対策」（令和５年 11 月２日閣議決定）にお

いて、「全ての子育て家庭を対象とした支援の強化として、就労要件を問わず時間

単位等で柔軟に利用できる「こども誰でも通園制度」（仮称）の本格実施を見据え

た試行的事業について、2023年度中の開始も可能となるよう支援を行う。」として

おり、これに対応した予算を補正予算案に計上。 

➢ 本制度について、2024 年度は制度の本格実施を見据えた形で試行的事業を

実施することとしており、本年９月から、試行的事業実施の在り方に関する

検討会（秋田喜代美座長）において、制度の意義、具体的な事業実施上の留

意点等を議論し、本年 12月に中間取りまとめを行う。 

➢ こども誰でも通園制度の意義は、 

・ 在宅で子育てをする世帯のこどもも、家庭とは異なる経験や、地域に初め

て出て行って家族以外の人と関わる機会が得られること 

・ 保護者がこどもの専門的な理解を持つ人からこどもの良いところ等を伝

えられるなどにより、保護者はこどもについて新たな気づきを得たりするな

ど、こどもの育ちや保護者とこどもの関係性にも関わっていくこと 

など、就園していないこどもの育ちを支えるためのもの。 

➢ また、制度改正事項ではないものの、本制度はこどもの安全確保が大前提で

あり、慣れるのに時間がかかるこどもへの対応として、「親子通園」も可能

とすることで検討会において議論している。 

 

＜制度改正の方向性＞ 

➢ そこで、以下のような改正を行う。 

〇 現行の「子どものための教育・保育給付」とは別に、子ども・子育て支援法
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上に新たに「○○給付」を創設する。 

（参考）市町村から事業の運営に要する費用に係る給付費を支給することとする。利

用者負担は事業者が徴収。 

〇 利用対象者について、満３歳未満で保育所等に通っていないこどもを対象

とし、子ども・子育て支援法上に居住する市町村による認定の仕組みを設ける

こととする。 

（※）０歳６か月までは制度として伴走型相談支援事業等があることや、多くの事業

所で０歳６か月以前から通園の対象とするということはこどもの安全を確保でき

るのかということに十分留意が必要になるなどの課題があり、０歳６か月から満３

歳未満を基本的に想定。 

〇 利用者は、月一定時間までの利用可能枠の中で利用が可能。 

〇 本制度を行う事業所について、市町村による指定（児童福祉法上の認可、子

ども・子育て支援法上の確認）の仕組みを設けることとする。 

① 本制度を指す事業として、児童福祉法上に「○○事業」を新たに設け、設

備運営基準への適合等を審査した上で、市町村が認可 

② 「○○給付」の支給に係る事業者として、子ども・子育て支援法上、市町

村が確認 

〇 市町村による指導監査、勧告等を設けることとする。 

① 認可基準を満たしているかどうかの指導監査、勧告、命令等（児童福祉法） 

② 「○○給付」の支給に係る事業所への指導監査、勧告、命令等（子ども・

子育て支援法） 

〇 市町村は子ども・子育て支援事業計画において、こども誰でも通園制度に関

する必要定員総数や量の見込み等を定めることとする（子ども・子育て支援

法）。 

○ 市町村による調整を行うのではなく、利用者と事業者との直接契約で行う

こととする。 

〇 その他、円滑な利用や運用の効率化を図るため、予約管理、データ管理、請

求書発行の機能を持つシステムを構築する。 

 

＜今後の留意点や検討事項＞ 

こども家庭庁は上記の方向で制度改正の検討を進めつつ、分科会においては

下記の意見があったことから、こども家庭庁はこうした意見を踏まえ、法制化及

び制度の運用に関する検討を進めるべきである。 

➢ 利用対象者について、①こどもの虐待死の約半数は０歳児であることを踏ま

え、０歳６か月までのこどもも利用できるような制度設計とすべき、②虐待

死は０日・０か月児が多く、虐待死を防ぐためには出産前と出産直後から支



8 

 

援がセットで実施されることが必須であり、この点は伴走型相談支援事業等

による面談があること、安全配慮上の課題等を考慮して検討すべきであり、

こども誰でも通園制度は実行可能な制度設計からスタートさせることが重

要であること、初めて作られる制度であるということ、乳児院等が担ってい

る中でかえってこどもを傷つけるようなことはあってはならないこととい

ったことを踏まえ、０歳６か月までの子どもの受け入れについては慎重に考

えるべき 

➢ ０歳～２歳児の年齢ごとの関わり方と留意点について、保育所保育指針等の

記載も踏まえた内容となるよう検討すべき 

➢ 保育士が不足している状況を踏まえ、保育士の労働条件の改善や、地域にお

ける保育人材の確保体制の充実・強化に向けた対応を検討すべき 

➢ 職員配置について、保育の質の確保や専門性をしっかりと発揮できるような

形とすべき 

➢ 制度の施行に当たっては、隠れ待機児童も含め、待機児童が解消できていな

い市町村もある現状などを含め、地域の事情を踏まえた制度設計とすべき 

➢ こども・子育て政策の強化を担う保育士をはじめとした人材について、地方

部において大変不足しており、その確保及び育成に対する支援を充実・強化

すること、現場の意見を十分に踏まえるとともに、市町村が準備期間を確保

できるよう、実施に係るスキーム等を早期に示すべき 

➢ 利用可能枠について、市町村が実情に応じて柔軟にできるような形とすべき 

➢ 利用が限られる地域では、制度を必要とする方がなるべく優先利用できるよ

うな制度設計とすることが望ましいのではないか 

➢ 保育所、家庭的保育事業、幼稚園をはじめとした様々な事業者が参画しそれ

ぞれの特性を発揮できるような形とし、そのために必要な人件費等の補助を

しっかりと講じるべき 

➢ こども誰でも通園制度の利用に不安を感じるこどもや家庭に対して、制度の

利用開始時期に家庭的保育事業の本領が発揮できる。具体的にはこども自身

が自分の家以外の環境を知る・経験をすること、保護者以外の大人、保育者

に出会い関わること、自分以外のこどもと関わることを主たる目的にして、

大きな保育所への通園につなげるという観点で、こどもが安心して過ごすこ

とができる環境が家庭的保育事業にあるのではないか 

➢ 事業者の指定について、既存の保育所などであれば指定は簡易な形にするな

ど、市町村の事務負担に考慮すべき 

➢ 利用者と事業者との直接契約について、スムーズに契約できるようにするこ

と、トラブルが生じた場合の対応を検討すべき 

➢ システムの構築に当たっては、他の事業のシステムとの関係も整理すべき 
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➢ 一時預かり事業とこども誰でも通園制度の違いについて、保育現場での理解

がなかなか深まっていない現状があり、例えばこども誰でも通園制度の利用

時間を超えて利用した場合に、上乗せとして一時預かり事業で対応してよい

かなど、具体的な運用方法などを整理の上、情報提供すべき 

➢ 制度の意義や目的、理由など、こども誰でも通園制度の基本的な考え方につ

いて、事業者や自治体の方に理解してもらえるよう、表現の仕方を工夫する

ことを含め、本制度の実施に向けて、本制度の不安解消を図るべき 

➢ 親子通園について、慣れるまでの間にかかわらず、保護者側の状況に応じて

親子通園の対象とすべき 
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（３）保育所等における継続的な経営情報の見える化 

 

［事務局提示案（第３回分科会（令和５年 11月 21日）提出資料より）］ 

＜背景、経緯＞ 

➢ 令和 4年 12月の公的価格評価検討委員会において、「処遇改善を行うに当た

っては、医療や介護、保育・幼児教育などの各分野において、国民の保険料

や税金が効率的に使用され、一部の職種や事業者だけでなく、現場で働く

方々に広く行き渡るようになっているかどうか、費用の使途の見える化を通

じた透明性の向上が必要。しかしながら、見える化に関する取組状況は分野

ごとに様々であり、継続的な見える化に向けて必要な取組を、各分野におい

て順次進めていく必要がある。」などの基本的な考え方が示された。 

➢ これを受けて、令和５年１月より、子ども・子育て支援制度における継続的

な見える化に関する有識者会議が開催され、見える化の目的、対象となる施

設・事業者、報告・届出を求める情報、公表の方法等の制度の基本的な方向

性について議論が行われ、令和５年８月 28日に報告書が取りまとめられた。 

 

＜制度改正の方向性＞ 

➢ そこで、以下のような改正を行う。 

〇 事業者（特定教育・保育提供者）に、施設（教育・保育施設）ごとに、毎事

業年度の経営情報等※を都道府県知事に報告することを求める（子ども・子育

て支援法）。 

 ※収益・費用、職員給与状況等を想定。 

〇 都道府県知事には、事業者から報告された経営情報等の分析結果等※を公

表することを求める（子ども・子育て支援法）。 

 ※施設類型・経営主体類型等の属性に応じたグルーピングによって集計・分析

した結果、施設単位の人件費比率・モデル賃金等を想定。 

 

＜今後の留意点や検討事項＞ 

こども家庭庁は上記の方向で制度改正の検討を進めつつ、分科会においては

下記の意見があったことから、こども家庭庁はこうした意見を踏まえ、法制化及

び制度の運用に関する検討を進めるべきである。 

➢ 事業者の事務負担も考慮しつつ、事業者に報告を求める経営情報等の詳細、

集計・分析・公表の方法、制度実施上の留意点や配慮事項等について検討す

べき 

➢ 施設内での賃金配分が適切に行われているかを明らかにできるよう、職種ご

との賃金水準や処遇改善状況等を比較できるようにするべき 
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➢ 保護者にとって必要な情報（職員配置状況、経験年数・勤続年数等）が含ま

れているかという観点も考慮すべき 

➢ 子ども・子育て支援情報公表システム「ここ de サーチ」について、私学助

成を受ける幼稚園の登録も増えるように周知すべき  
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（４）小規模保育事業における３歳以上児の受入れ 

 

［事務局提示案（第３回分科会（令和５年 11月 21日）提出資料より）］ 

＜背景、経緯＞ 

➢ 「小規模保育事業」とは、19人以下の利用定員で保育を行うもので、原則０

～２歳児を対象としており、「保育の体制整備の状況その他の地域の事情を

勘案して、３歳以上児の保育が必要な場合」には３～５歳の受入れを可能と

している。 

（参考）児童福祉法（昭和 22年法律第 164号）（抄） 

第六条の三 

⑩ この法律で、小規模保育事業とは、次に掲げる事業をいう。 

一 保育を必要とする乳児・幼児であつて満三歳未満のものについて、当該保育

を必要とする乳児・幼児を保育することを目的とする施設（利用定員が六人以

上十九人以下であるものに限る。）において、保育を行う事業 

二 満三歳以上の幼児に係る保育の体制の整備の状況その他の地域の事情を勘

案して、保育が必要と認められる児童であつて満三歳以上のものについて、前

号に規定する施設において、保育を行う事業 

 

➢ 平成 29年より、国家戦略特区の認定区域計画に定められた事業実施区域（成

田市、堺市、西宮市）においては、事業者の判断により小規模保育事業の対

象年齢を０～５歳の間で柔軟に定めることが可能。 

➢ 国家戦略特区 WGの議論を踏まえ、 

・ 令和５年４月、こどもの保育の選択肢を広げる観点から、全国において、

０～２歳児を対象とする小規模保育事業において３～５歳児を受け入れる

ことについて、市町村がニーズに応じて柔軟に判断できることとする旨の通

知を発出。 

・ 更に、規制改革実施計画（令和５年６月閣議決定）において、３～５歳児

のみの小規模保育事業を可能とする児童福祉法の改正について、次の法改正

のタイミングであり方を検討することとされている。 

 

＜制度改正の方向性＞ 

➢ そこで、以下のような改正を行う。 

〇 集団生活を過ごすことが苦手なこどものニーズなど、こどもの保育の選択

肢を広げる観点で意義があることから、地域の実情を勘案して必要であると

きは、３～５歳児のみの小規模保育事業の実施を可能とすることとする（子ど

も・子育て支援法）。 
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（※）なお、３～５歳児のみを受け入れる特区活用施設において、支障は生じていな

いとの報告を受けている。 

〇 ３～５歳児のみの小規模保育事業者について、 

・ 現行の小規模保育事業と同様に、地域型保育給付費の支給に係る事業を行

う者として市町村が確認する仕組みを設けることとする（子ども・子育て支

援法）。 

・ 現行の小規模保育事業では、保育内容の支援、代替保育の提供等を適切に

行う観点から、連携施設を確保しなければならないこととされており、３～

５歳児のみを受け入れる小規模保育事業についても、連携施設の確保を求め

ることとする。 

（※）現行の小規模保育事業と異なり、連携施設に卒園後の受け皿の設定に関する

機能は求めない。 

・ 小学校への接続に配慮し、集団での遊びの種類や機会の確保に留意・工夫

を求めることとする。 

・ ３～５歳児のこどもを適切な環境で受け入れる観点から、保育所の設備・

面積基準と同様の保育室、屋外遊戯場等の設置を基準とし、配置基準は現行

の小規模保育事業（A型）と同様とする。 

 

＜今後の留意点や検討事項＞ 

こども家庭庁は上記の方向で制度改正の検討を進めつつ、分科会においては

下記の意見があったことから、こども家庭庁はこうした意見を踏まえ、法制化及

び制度の運用に関する検討を進めるべきである。 

➢ 小学校への接続に留意が必要であることから、集団での遊びの種類や機会を

確保できる環境を整えるべきであり、それに適した職員配置や人材の育成を

検討すべき 

➢ 小規模保育事業における連携施設について、事業者の状況によっては「連携

施設の園庭使用」や「連携施設との合同運動会の実施」のニーズが大きくな

い場合もある一方、例えば障害のあるこどもが児童発達支援事業を利用しな

がら保育所の併行通園を行う場合など、要支援家庭や障害児の受け入れに関

わる連携が重要である場合もあることから、合同運動会や園庭使用を小規模

保育に求めるのではなく、保育所に限らず、こども家庭センターや地域の子

育てひろば、児童発達支援センターなど、その家庭と接点を持つ様々な施設

や支援事業者を「連携施設・支援事業者」として設定できるよう検討するな

ど、連携施設の在り方について検討すべき 

➢ 小規模保育事業と保育所や認定こども園との関係に留意しつつ、適切な単価

設定等の検討をすべき 
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➢ 待機児童の状況などを踏まえて３歳以上児の受入れをどのくらい希望して

いるかなど、地域ごとのニーズを調査して進めるべき 
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（５）保育士の復職支援の強化 

 

［事務局提示案（第３回分科会（令和５年 11月 21日）提出資料より）］ 

＜背景、経緯＞ 

➢ 保育人材の確保は恒常的な課題であり、また、今後の保育士の職員配置基準

の改善やこども誰でも通園制度の創設も見据え、保育人材確保策の強化を図

る必要がある。 

➢ 保育人材確保については、 

・ 養成校に通う学生への修学資金の貸付など資格の取得促進 

・ 保育所等の ICT 化の推進や保育士の保育業務の補助を行う保育補助者の

配置などの業務負担軽減 

・ 潜在保育士（保育士資格を有する者であって、社会福祉施設等で従事して

いない者）の再就職の促進 

に総合的に取り組んでいる。 

➢ このうち、潜在保育士の再就職の促進について、再就職に関する相談・就職

あっせん、求人情報の提供等を行う「保育士・保育所支援センター」につい

て、当該センターの設置及び運営に要する費用の一部を補助することにより、

こどもを安心して育てることができるよう体制整備を行っている。 

（参考）保育士・保育所支援センターの実施主体は都道府県、指定都市及び中核市と

しており、令和５年６月時点で 46都道府県、72か所で実施。 

 

＜制度改正の方向性＞ 

➢ そこで、以下のような改正を行う。 

○ 保育士・保育所支援センターが行う保育士の確保等に関する事務を都道府

県の事務として児童福祉法上に位置づけるとともに、都道府県から委託を受

けて保育士・保育所支援センターの事務を行う事業者について保育士の確保

のための事務を行うに当たって都道府県等に対する情報提供の求めを可能と

する。 

これにより、都道府県が持つ保育士登録情報を把握することで、潜在保育士

の再就職を働きかける取組を強化。 

（参考）その他、マイナンバー等による住所情報の連携・更新ができるよう法令改正

を行う。 

〇 具体的には、下記の事務を位置づけることとする。 

・ 保育所等における保育士の確保の動向、就業を希望する保育士の状況に関

する調査 

・ 保育所等に対し、保育士の確保に関する情報の提供、相談等 
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・ 保育の知識・技能に関し保育士に対する研修 

・ 保育士に対し、保育の知識・技能に関する情報の提供、相談等 

・ 保育士に対し、就業促進に関する情報の提供、相談等 

・ 保育士について無料の職業紹介事業 

〇 また、保育士・保育所支援センターは、保育士の確保のための事務を行うに

当たって、都道府県等との連携が不可欠であるため、 

・ 保育士養成施設、公共職業安定所等との連携 

・ その一環として、都道府県等の官公署に対し、情報の提供を求めることが

できることとする。 

・ その上で、事務を行うに当たって知り得た情報に関する秘密保持規定を設

けることとする。 

 

＜今後の留意点や検討事項＞ 

こども家庭庁は上記の方向で制度改正の検討を進めつつ、分科会においては

下記の意見があったことから、こども家庭庁はこうした意見を踏まえ、法制化及

び制度の運用に関する検討を進めるべきである。 

➢ 保育士・保育所支援センターの運営等の評価などを検討すべき 

➢ 保育人材確保策として、保育士の復職支援に限らず、更なる処遇改善や保育

現場の環境整備に加え、保育の現場の魅力発信などについて検討すべき 
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（６）保育所等の職員による虐待等に関する通報義務等 

 

［事務局提示案（第３回分科会（令和５年 11月 21日）提出資料より）］ 

＜背景、経緯＞ 

➢ 昨年来、保育所等における虐待等の不適切事案が相次いだことを踏まえ実態

調査（※）した結果、市町村が不適切保育の事実を確認したのは 914件、虐

待と確認したのは 90件であった。 

（※）調査対象期間：令和４年４月～12月 

➢ こうしたことを踏まえ、こども家庭庁・文部科学省連名で「昨年来の保育所

等における不適切事案を踏まえた今後の対策について」（令和５年５月 12日）

を取りまとめ、 

・ こどもや保護者が不安を抱えることなく安心して保育所等に通う・こども

を預けられるようにすること 

・ 保育所等、保育士等が日々の保育実践において安心して保育を担っていた

だくこと 

を基本的な考えとして進めていくこととした。 

➢ 具体的には、下記３点の対応を行うとした。 

① 虐待等の防止及び発生時の対応等に関するガイドライン（以下「ガイドラ

イン」という。）の策定（「不適切な保育」の考え方の明確化、相談窓口の設

置等の自治体における対応、保育の振り返りの実践等の保育所等における対

応などを整理） 

② 児童福祉法の改正による制度的対応の検討 

③ 虐待等の未然防止に向けた保育現場の負担軽減と巡回支援の強化 

➢ このうち②については、児童養護施設や障害児者施設、高齢者施設と同様に、

保育所等の職員による虐待等の発見時の通報義務の創設を含め、保育所等に

おける虐待等への対応として児童福祉法の改正による制度的対応を検討す

るとした。 

➢ また、「こども・若者の性被害防止のための緊急対策パッケージ」（令和５年

７月 26 日性被害・性暴力対策強化のための関係府省会議、こどもの性的搾

取等に係る対策に関する関係府省連絡会議）においても、児童養護施設等に

おける虐待行為に限定されている発見者の通報義務等に関し、保育所等にお

ける虐待行為についても同様の仕組みを設けることについて児童福祉法の

改正による制度的対応を検討するとした。 

 

＜制度改正の方向性＞ 

➢ そこで、以下のような改正を行う。 
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〇 保育所等の職員による虐待について、児童福祉法等を改正し、児童養護施

設等、障害児者施設、高齢者施設の職員による虐待と同様の規定を設ける。 

・ 虐待を受けたと思われる児童を発見した者の通告義務 

・ 都道府県等（※）による立入検査や業務改善命令等 

・ 都道府県等が行った措置等に対する児童福祉審議会による意見等 

・ 都道府県による虐待事案等の公表 

・ 国による調査研究 

（※）保育所の場合、児童福祉法に基づき都道府県又は指定都市・中核市が立入

検査や業務改善命令等を行うとともに、子ども・子育て支援法に基づき市町村

が立入検査や勧告・命令等を行うこととしており、都道府県と市町村が連携し

て対応することも想定。 

〇 対象となる施設・事業は、保育所の他、幼保連携型認定こども園、地域型

保育事業、認可外保育施設、一時預かり事業、病児保育事業、こども誰でも

通園制度（仮称）を行う事業、放課後児童健全育成事業、子育て短期支援事

業、児童育成支援拠点事業、児童館等とする。 

（※）対象施設・事業の考え方 

もっぱら保護者と離れた環境下において、児童に保育や居場所の提供等の支援を

行う施設・事業を対象とする。 

（※）保育所や幼保連携型認定こども園と同様、幼稚園及び特別支援学校幼稚部に

ついても措置を講じる方向で文部科学省において検討中。 

 

＜今後の留意点や検討事項＞ 

こども家庭庁は上記の方向で制度改正の検討を進めつつ、分科会においては

下記の意見があったことから、こども家庭庁はこうした意見を踏まえ、法制化及

び制度の運用に関する検討を進めるべきである。 

➢ 職員に対しての通告義務が盛り込まれることは非常に重要だが、当該義務を

果たさなかった場合にどのようなことが起こり得るのか、抑止力まで踏み込

んで、制度改正が実効性の伴うものとなるようにすべき 

➢ 虐待の未然防止として、職員への研修実施の促進などにより、職員の気づき

を促すことなどの対応に取り組むべき 
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Ⅲ おわりに 

〇 この報告書は、こども家庭庁設置法に基づき、子ども・子育て会議に代わり

本分科会が設置されて、初めての報告書である。 

 

○ こども家庭庁において今後法改正、制度の運用を行っていくにあたっては、

以下の３点に特に留意をしていただきたい。 

・ １つ目は、言うまでもなく、今回の制度改正は、こども基本法やこども家

庭庁の基本的考え方である「こどもまんなか」を体現するものでなければな

らないということである。制度の詳細を検討するに際しても、常に「こども

まんなか」の意識を持ち、こども基本法の目的規定にあるように、全てのこ

どもの育ちを支えるために、よりよい制度設計にしてもらいたい。また、保

護者・養育者が安心と喜びを感じて子育てをし、保護者・養育者が社会とつ

ながり合うことが、こどものより良い育ちにとって重要であることから、保

護者・養育者を支えていくことも必要である。 

・ ２つ目は、「こどもまんなか」であると同時に、それを支える保育者、支

援者自身が、保育・幼児教育やこどもの支援にやりがいを十分感じられるよ

うな環境を整備することも重要であることである。加速化プランとして取組

が進められている処遇改善や配置基準の改善の着実な実施のほか、ICT、DX

などデジタル行財政改革等により、職場環境の改善や自治体との間の行政事

務などの事務負担の軽減を進め、今回の法改正だけではなく、あらゆる方法

をもちいて、こどもにかかわる仕事をしたいという熱い気持ちをもった人た

ちが、その思いをもって働き続けられるよう、保育人材確保の方策について

取組を充実させて力を入れていくことが必要である。 

・ ３つ目は、加速化プランによる３兆円半ばの施策の充実を含めた子育て支

援には、公費や、現在別途検討が進められている支援金制度などが用いられ、

幅広い国民各層に支えられるものであることから、施策の実施状況等を常に

検証しつつ、適切に見直しを行っていくことが重要であり、また、現場に身

を置く者としては、「こどもの成長に寄り添い、支える」という形で応えて

いくことが必要である。 

 

○ 様々な環境にあるこどもたちを、その状況に応じて適切に支えていくため

には、今回の制度改正事項だけではなく、これまでの保育・幼児教育、地域子

ども・子育て支援事業、母子保健事業等の様々な事業、昨年の法改正で導入さ

れたこども家庭センターをはじめとする相談支援や産前産後の支援、要支援

家庭の支援を含め、子育てにかかわる様々な実施機関がつながり、地域におい

て面として支えていくことが重要である。また、自治体のなかでの子育て支援
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部局と要支援部局、幼児教育部局との連携、自治体と事業者、関係機関との連

携が欠かせない。今回、制度化を進める伴走型相談支援や、数年後にすべての

自治体で実施することになるこども誰でも通園制度を含め、各自治体で、これ

らをどのように有機的に結び付け、重層的にこどもたちと子育て家庭を支え

ていくことができるかが極めて重要である。 

 

○ 私たち分科会は、保護者・養育者、保育関係事業者、幼児教育関係事業者、

地方公共団体、経済団体、学識経験者など、「幼児期までのこどもの育ちに係

る基本的なヴィジョン」（答申）の「こどもまんなかチャート」（社会の様々な

立場の人がどのような立ち位置でこどもを支える当事者となり得るのかを図

式化したもの）でいえば、それぞれの立場でこどもの育ちを支える当事者の集

まりである。「子育てを社会全体で支えていく」ことができる社会を目指して、

今後もこの分科会の中で、今回の制度改正を含めた様々な子育て支援が着実

に進められるよう確認していく。 


